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2025年3月期 配当予想 

売上高    61,955百万円 前期比＋5.0% 
営業利益  7,955百万円 前期比＋6.4% 

医療・健康機器事業は、事業業績としてほぼ当初予想通りの着地だが、為替が大きく影響。 

計測・計量機器事業は、海外の設備投資需要抑制やEV動向が影響し、前期比増も当初予想は未達。 

引き続き増収増益を見込み、 

中期経営計画最終年度の達成を目指す 

売上高    66,000百万円 前期比  ＋6.5% 
営業利益  9,200百万円 前期比＋15.6% 

半導体関連事業と医療・健康機器事業は24年3月期並みの業績推移を見込む。 

計測・計量機器事業は、米州の事業再構築、中国・アジア地域の需要を捉え業績の拡大を目指す。 

2025年3月期の年間配当予想は2024年3月期から5円増配し
40円を予定（中間配当20円、期末配当20円） 

https://andholon.com/ir/


株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス
代表取締役 森島 泰信でございます。

本日は大変お忙しい中、当社決算説明会にご参加いただきまして
誠にありがとうございます。

それでは2024年3月期決算についてご説明致します。
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まず2024年3月期の実績です。全体の状況として、売上高につきましては、
619億5,500万円で前期比5.0%の増加、営業利益は79億5,500万円で前期比
6.4%の増加となり、ほぼ当初予想通りの着地となりました。

半導体関連事業は前期比で増収増益を継続しております。医療・健康機器事
業は、ほぼ当初の予想通りの着地でございます。後ほどご説明いたしますが、
セグメント別で見ると予想を大きく上回ったセグメントもある一方、
下回ったセグメントもございましたが、結果としては全体でほぼ予想通りの
着地となりました。

2025年3月期の予想は、引き続き増収増益を見込んでおります。
中期経営計画の最終年度ということで、公表通り売上高が660億円で
前期比6.5%増、営業利益は92億円で前期比15.6%の増加を見込んでおります。

株主還元につきましては、2025年3月期の年間配当予想は2024年3月期から
5円増配して40円を予定しております。
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過去5年間の業績推移についてご説明致します。

ご覧のとおり、売上高につきましては2021年3月期がコロナ禍で若干売上を
落としましたが、その後は順調に増加してきております。
経常利益につきましても増益を毎期更新しており、2024年3月期は82億
4,000万円で着地しております。当期純利益は52億9,900万円と2023年3月期
を若干下回りましたが、これは税金の調整等が入った結果でございます。
ROEに関しましては15.1%、PBRは昨今の株価上昇を受けて2.12倍でござい
ました。
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最新のトピックスをご紹介致します。

2024年2月にホロンの第二工場建設計画を発表させていただきました。

2021年に東京・立川に本社工場を建設し需要増に対応してまいりました
が、引き続き堅調な需要動向を鑑み、安定的な生産体制の確立と新工場建設
による本社工場内の開発スペースを拡充することで、新製品開発を促進する
ことも可能となります。

2024年1月に土地を取得して、2024年10月着工、2025年12月竣工という
予定で進めております。現在の本社工場から歩いて10分程度という近い場所
でもあり、事業活動において最適な立地でございます。
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もう一つのトピックスとして、シンガポールを拠点とする遠隔呼吸
モニタリングソリューションのプロバイダーであるAevice社に出資する契約
をいたしました。
Aevice社は最先端テクノロジーによって肺の音を検出し分析することで、
喘息やCOPD（慢性閉塞性肺疾患）のような慢性疾患ケアの改善に注力して
おり、かつ遠隔でそれを実現できる会社でございます。

Ａ＆Ｄも医療・健康機器事業を行っており、今まで循環器系を中心に血圧
測定機器を開発してまいりました。また、計測機器として音の解析装置も
扱ってまいりましたので、Aevice社の音を中心とした解析技術との技術的
シナジーあるいは、Ａ＆Ｄの販路を活用するといった事業上のシナジーを
見据えて出資に踏み切りました。
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2024年3月期決算の概要をご説明致します。
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売上高は前期比5.0％増の619億5,500万円となりました。売上原価は前期比
4.9％増の343億3,500万円、売上総利益は前期比5.0％増の276億1,900万円と
なりました。

販売費及び一般管理費は、前期比4.4％増ですが196億6,400万円と低めに
抑えられたこともあり、営業利益は前期比6.4％増の79億5,500万円でした。
経常利益は為替のプラス要因もあり、82億4,000万円と前期比7.8%の増加と
なりました。

税引き前利益は79億5,200万円と前期比5.0%増、親会社株主に帰属する当期
純利益は52億9,900万円と前期比4.1%減でした。1株当たりの当期純利益は
192.91円で着地致しました。
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過去5年における四半期ごとの売上高・営業利益の推移についてご説明
致します。

ご覧のとおり、第4四半期の売上高が175億円、営業利益は27億7,600万円と
第4四半期の実績としては過去最高を更新致しました。毎年、期末に売上が
集中するトレンドは変わっておらず、2024年3月期も比較的大型の設備納入
が多くあったことが要因の一つに挙げられます。

また営業利益を見ると、2023年3月期の第1四半期が2億1,900万円のマイナ
スになりました。理由としましては、急激な円安が進行する中で大きく膨ら
んだ未実現利益の影響によるものでしたが、2024年3月期に関しましては、
未実現利益の影響は小さく各四半期で利益を出すことができております。
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地域別売上高の推移についてご説明致します。

資料左側の表に示されている通り、日本の売上高が前期比18.8%増と非常に
大きく伸長しました。その要因として半導体関連事業の売上増加はもちろん
ですが、計測・計量機器事業の国内売上の増加もあげることができます。

一方、海外全体の売上高はマイナス8.1%と減少しました。特に落ちたのは
米州です。2023年3月期に大きな特需があったものの、2024年3月期はその
特需がなくなったこと、もう一つは設備投資抑制の影響が主な要因です。

欧州につきましては、マイナス16億7,700万円の大きな落ち込みとなって
おります。これはロシア通貨であるルーブルが大幅安となった影響により
円換算後で前期比16.3％のマイナスとなりました。
アジア・オセアニアはほぼ横ばいでございました。
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営業利益の増減要因についてご説明致します。

売上高増加に伴い販売面の影響は25億円と大幅に増加致しました。特に
利益率の高い半導体関連の売上が2024年3月期に大きく伸長し、営業利益を
大きく伸ばしました。

一方、原価変動の影響については、原価率が2023年3月期とほぼ同じ数字を
維持したことによって、売上高増加に伴い原価も増加しマイナス要因になり
ました。

諸経費増減の影響は、コロナ禍の落ち着きと共に移動制限が撤廃され、
人件費や試験研究費を含む経費等が前期比で9億8400万円の増加と
なりました。

販売面及び諸経費に関わる為替の影響は、販管費比率が2023年3月期と
同じ数字を維持したものの、販売面でのルーブル安の影響が大きく、
2億7,400万円の減少となりました。
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バランスシートについてご説明致します。

受取手形や売掛金などの流動資産が第4四半期に大きくなり17億700万円の
増加となりました。固定資産につきましては、ホロン第二工場を新規で
建設するための土地取得費用として8億6,000万円増加しました。

負債につきましては、短期・長期借入金を返済したことで26億1,900万円
の減少となりました。
その結果、純資産は51億8,700万円の増加、自己資本比率は前期比5.5%増
の52.3%となり、財務改善が進んでいると認識しております。
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キャッシュフローについてご説明致します。

営業活動によるキャッシュフローは72億100万円で、前期比31億400万円増
となりました。投資活動によるキャッシュフローは土地取得やその他投資を
継続しているため、全体では6億4,300万円減となりました。

フリー・キャッシュ・フローとしては、前期比24億6,100万円増の51億
9,300万円でございました。財務活動によるキャッシュフローは、主に返済
が大半となります。その結果、期末現金残高は前期比で2億9,800万円減と
なる140億1,600万円となりました。
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設備投資・減価償却費の推移についてご説明致します。

設備投資は2021年3月期から継続的・積極的に行っております。
2021年3月期はホロンの本社工場建設、2022年3月期は韓国に新しい工場を
作り、2024年3月期はホロンの新工場予定地となる土地取得のため8億円を
計上して18億7,800万円となりました。ホロン新工場建設に伴う設備投資は
2026年3月期まで継続するものとして計画しております。
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続きましてセグメント別業績についてご説明致します。
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半導体関連事業は、103億2,900万円と前期比49.3%の増加となり、売上高
100億円を超えました。当初計画では82億円の予想でしたので大幅な増加
となりました。

医療・健康機器事業は、前期比で若干のマイナス予想からほぼ横ばいの
235億6,300万円となりました。営業利益についても売上減に伴って前期比
マイナスになりました。

計測・計量機器事業は当初予想を大幅に下回りましたが、前期比では微増
となる280億6,200万円でした。逆に営業利益は原価高や販管費増加により、
前期比マイナスで着地しました。
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半導体関連事業の業績についてご説明致します。

先ほどご説明した内容でございますが、売上高、営業利益ともに大幅な
増加となりました。中国市場における新しい設備投資の需要が旺盛で、
ホロン、A＆Dともに顧客要求に対応できた結果、予想を大きく上回る結果
となりました。
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医療・健康機器事業の業績についてご説明致します。

当社では、病院などでご使用いただく機器を医療機器、家庭でご使用
いただく機器を健康機器としております。
売上高は、医療機器が前期比3.3％増と若干のプラスで着地しており、
一定の需要に対応できております。健康機器は前期比5.4%減の着地
となりました。

資料右側の地域別売上高のグラフをご覧ください。
日本は横ばいでしたが、米州は5.1%増と堅調な需要とICT機器を含めた
新しい市場への変化に対応できています。

一方、欧州は前期比14.6%減と大幅なマイナスとなりました。欧州はロシア
を含め現地通貨ベースでの売上は増加しておりますが、ルーブル安の影響で
円換算での売上高が大きく減少する結果となりました。
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計測・計量機器事業の業績についてご説明致します。

計測・計量機器事業は、試験機を中心にした計測機器や計量機器、自動車関
連のDSP機器の3つから構成されます。
売上高は前期比で計測機器が9.0%増加、計量機器は前期比1.3%減、自動車
関連のDSP機器は8.1%増加と特に国内で大きく伸長しました。
一方、海外の売上高が前期比マイナスの状況でした。

資料右側の地域別売上高をご覧ください。日本は増加しておりますが、
米州は23.7%のマイナスでした。米州は金利高の中、企業の設備投資に
対する意欲が低下し、設備投資抑制ムードの影響を大きく受けました。
また、自動車関連で言えば、日本は新しいEV化に対応してきていますが、
米国は需要の先送りが起こった結果と見ております。

また、欧州の売上高が前期比33.5%減少しておりますが、ロシアでの計量
機器の売上がほぼゼロになった影響が大きいためです。
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事業別売上高構成についてご説明致します。

2023年3月期と2024年3月期を比較してみますと、半導体関連事業が構成率
を11.7%から16.7%まで大きく上げていますが、全体構成的には大きな変動
はございません。
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2025年3月期の業績予想についてご説明致します。
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2025年3月期の売上高は660億円、営業利益は92億円、経常利益は89億8,000
万円、当期純利益は62億円で、1株あたり当期純利益が225.59円の予想
です。なお、想定の為替レートが米ドル140円、ルーブル1.6円の前提で計画
した予想でございます。

事業環境についてですが、半導体関連事業は引き続き中長期的に見れば需要
は高まる見込みです。2025年3月期も前期とほぼ同等の水準になると計画
しておりますが、昨今の米中の貿易摩擦、特に米国の中国に対する先端技術
の輸出規制強化が今後どのように影響するかについては引き続き注視して
まいります。

医療・健康機器事業は、地球規模での高齢化と医療機器のリモート化が進行
し、それらに対応した製品の需要は根強いものと見込んでいますが、地政学
リスクと為替動向といった懸念材料もあり、引き続き厳しい事業環境を想定
しております。

計測・計量機器事業については、市場全体は成長しているとの認識です。
自動車関連ではカーボンニュートラルへの動きがEV化を加速させ、加えて
自動運転などの新しいニーズが出てきていますので、これらに対応して
まいります。
計量機器に関しては、米国での一過性の需要は無くなったことと、設備投資
抑制の影響を受けましたが、販路の見直しと販路に合った販売促進を行って
まいります。中国では、これまで代理店経由での販売でしたが、現地法人
から販売できるよう販路の再編を行いました。
予想数字には米国、中国での施策による売上増加も織り込んでいます。
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各事業別の業績予想についてご説明致します。

半導体関連事業は、前期比1.6%の増加となる105億円を計画しております。
次世代装置等の新製品開発を積極的に推進しておりますが、売上の柱となる
製品を開発するのが最重要課題であると認識しております。

医療・健康機器事業は、医療機器が前期比2.2%増、健康機器が前期比1.3%
増と全体的には微増の予想です。当面の課題として部材価格の高騰が背景に
あることから、事業全体でコストダウンを進めつつ原価の低減を図ることに
加え、販売エリアを拡大することで売上を確保してまいります。

計測・計量機器事業ですが、2025年3月期から従前あった計測機器を
DSP機器に取り込み、計量機器とDSP機器での説明とさせていただきます。
計量機器は前期比14.2%の増加、自動車関連を含めたDSP機器は前期比9.2％
増となる100億円の予想です。
計量機器では、米国・中国の流通ルート見直しが売上に大きく寄与するもの
と期待しており、自動車関連ではモーターあるいはバッテリー関連の試験
装置の需要増加を大きく見込んでおります。
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中期経営計画についてご説明致します。

2023年5月12日に2025年3月期の売上高予想を639億円から660億円に上方
修正しており、今期はそれを踏襲する形で中期経営計画の3年目の目標値
達成を見込んでおります。
来期以降につきましては新たな中期経営計画を作成し、2025年に新中期
経営計画を発表させていただく予定でございます。
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セグメント別の売上高についてご説明致します。

中期経営計画の数値について4年間で比較すると、半導体関連事業が倍増
しております。医療・健康機器事業は多少の増減はありますが、安定した
売上を維持しております。
計測・計量機器事業は、事業環境が大きく変化している事業です。EV関連
などの需要の大きな変化に対応するべく製品開発と販売確保を課題として
伸長させる計画でおります。
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株主還元についてご説明致します。

25



当社は、株主還元として減配したことはございません。収益と投資の状況を
踏まえて、配当を少しずつ増加するよう努めてまいりました。
全体のバランスから見ると、開発を含めた成長投資を先行している段階
ですが、2025年3月期の年間配当予想は2024年3月期から5円増配となる
40円を予定しております。
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サステナビリティの取り組みについてご説明致します。

お配りしている資料4ページ目のマテリアリティ（重要課題）では、
社会的な課題、環境を含めて解決するべき内容を設定し、当社の事業が
成長することで課題の解決に繋がるマテリアリティを社内で議論を重ねて
策定してまいりました。

12ページ目では、環境活動としてのCO2削減目標の具体的な数値を設定して
おります。数値達成に向けて具体的に何に取り組むのか、事業を伸ばすこと
でCO2削減をどのように実現していくのか等の内容をまとめております。
詳しくは、お手元の「サステナビリティの取り組み」資料をご覧ください。

以上をもちまして、2024年3月期決算説明を終わります。
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